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　 　 　 　 　 　 ＪＡさいかいが関わっている。
　 　 　 　 　 　 合併後、長崎市の観光地として「さるく外海」が設定されている。
　 　 　 　 　 　 西彼半島の西海岸を走るサンセットロード沿いにある。




　 　 　 　 　 　 合併後、南島原市の観光地して、島原半島の観光拠点となっている。
　 　 　 　 　 　 雲仙普賢岳噴火災害の屋外展示場を併設している。
（ⅱ）地域資源を活かした開発についてのワーク
ショップ
・日本国でのこれまでの研修成果をまとめる。
・その結果を基に、それぞれの地域で「道の駅」
を活性化させるために必要なものは何であった
かを認識する。
・さらに、具体的な方策についてのアウトライン
を構築する。
・それを発表することで、さらにアドバイスをも
らい改善する。
＜研修風景＞
道の駅　夕陽が丘そとめ 道の駅　夕陽が丘そとめ 道の駅　夕陽が丘そとめ
道の駅　みずなし本陣ふかえ 道の駅　みずなし本陣ふかえ 道の駅　みずなし本陣ふかえ
ワークショップ ワークショップ アクションプラン発表
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３．３　ベトナム国の「道の駅」の視察
（１）目　的
　2011年11月から12月にＪＩＣＡ研修としてベト
ナムの道の駅関係者に対する研修を実施した。そ
の研修のアフターフォローとして現地視察をおこ
ない、来年度以降の研修の改善に役立てる。
（２）視察期間
　2011年２月25日㈮～３月２日㈬
（３）視察地
　ベトナム　ホアビン省　道の駅、ハノイの政府
関係機関
（４）視察の結果
　ハロン湾に向かうハノイ－ハイファンの観光
ゴールデンルート沿いのドライブインを観察する
と、お店のターゲットをベトナム人、アジア系、
西洋系の３つに分けて、それぞれを対象とした
マーケティングが展開されている。その意味では、
うまく客層を分けて共存している。行程の半分の
１時間半程度のところに集中して大規模なドライ
ブインが立地している。
　地元相手のドライブインでは、道路に面した所
を広く開放し、直接建物に乗り付ける形で建物の
配置がされている。そのため、地元の人から「道
の駅」がドラブインとして認識できない可能性が
ある。研修員の道の駅のイメージは、高速道路に
おけるサービスエリアである可能性がある。
　ひときわ賑わいを見せている「ドライブイン
559」をみると、高速バスなどのバス利用者がトイ
レ休憩で利用している。行動パターンとしては、
トイレ、お土産物、軽食という流れにある。その
意味では、トイレは重要な要素といえるが、水浸
し、詰まっているなど必ずしも良い状態にはな
かった。物産の販売では、地元産の素朴なパッケー
ジなどで十分であり、アジア・西洋系ではパッケー
ジのデザインは重要といえる。
ドライブイン559 559の店先風景 559の店先風景
　ホアビン、ニンビンの２つの道の駅を視察して、
停車する車がほとんど無く、経営への関心は必然
的に高くなることが予測される。ホアビンでは西
洋系の団体客が２台車で入ってきたことは今後の
可能性として期待できるが、接客が十分でないよ
うに見受けられる。
　ニンビンでは、商品開発をしているというが具
体的にどのようなことをしているのかという話に
なると曖昧で具体的でない。いずれの道の駅でも、
こうしたらもっと客を呼び込めるのではないかと
いうヒントがあるので、まだまだ可能性はあると
いえる。
国際協力のプレート ホアビンの道の駅 ホアビン　外国人観光客
ホアビン　道の駅周辺の店 ニンビンの道の駅 ニンビン　展示販売
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　地域振興との関連性についての認識では、ホア
ビンで周辺の農産物を販売するとか、食材として
活かせないかという提案があったことは成果とい
える。
　次年度以降の研修では、地域振興についての概
念をより具体的にイメージさせ、それぞれの地域
性を認識した上で、どのような可能性があるのか
を確認する必要がある。そして、ターゲットを絞
るのか、全方位で行くのか経営戦略と絡めながら、
アクションプランを策定する必要もある。
３．４　研修受け入れ先への効果９ 
　研修受け入れ後に、道の駅「みずなし本陣ふか
え」（以下、「ふかえ」）にて、海外研修員受け入れ
の同地へのインパクトを調べるために、インタ
ビュー調査を実施した。
　地域振興の要諦は「住民の暮らしが良くなるこ
と」であるが、そこには、単に経済的な生活の改
善だけではなく、そこに住まう人々が自らの土地、
自らの行動に誇りを持てるようになるといった、
非経済的な側面も含まれる。今回のインタビュー
の目的は、海外研修員の受け入れが、そうした地
域振興に貢献し得るのかについて探ることにあっ
た。
　今回初めて海外研修員を受け入れたという「ふ
かえ」は、受け入れの理由として、国際的な交流、
親善のため、ということを挙げていた。こうした
交流、親善には、経済的、非経済的な２つの側面
があるだろう。
　経済的側面については、現在、「ふかえ」は、来
場者数の減少にどう歯止めをかけるかが課題と
なっているが、その一方で、年々アジア圏の海外
観光客の来場が増えているとのことだった。「ふか
え」としては、知名度を上げ、潜在的観光客の増
加につなげるためにこうした海外研修員受け入れ
による国際交流を重視していることがうかがわれ
た。
　海外研修員受け入れは、海外から来場する多様
な人々の文化的背景を把握することができるた
め、それに合わせたサービス提供のノウハウを獲
得することにも役立つと言える。「ふかえ」では、
現在、文化の違いに合わせたサービスを提供する
ノウハウを構築している段階であるということが
インタビューにより明らかになったが、こうした
ニーズの違いを把握するためにも、海外研修員の
受け入れは有意義である。なぜならば、単なる観
光客だと「ふかえ」の経営側とあまり交流する機
会がないまま観光を終えて帰ってしまうことがほ
とんどだが、研修員の受け入れ時には、より密接
な双方向の交流が期待できるからである。実際、
今回の研修員が視察に関するアンケートで指摘し
ていたことの幾つかは、正鵠を得た指摘として「ふ
かえ」側に受け止められていた。例えば、研修員
から、「ふかえ」のサービス向上のアイディアとし
て提示された、「観光客の滞在時間を長くするこ
と」あるいは「地域の農産物を紹介するイベント
を増やしていくこと」は、職員の注目を集めた提
案であった。
　非経済的側面については、今回の研修員受け入
れにおいて、職員の印象に残ったのは、研修員の
熱心さ、道の駅事業への関心の高さだったそうで
ある。とりわけ、研修員から災害の経過や対策に
対する質問が多く出たことが印象に残っていると
のことだった。火山噴火によって引き起こされる
災害の恐ろしさへの理解を広めることをその活動
の一環としている「ふかえ」にとって、こうした
研修員の熱心さは、活動の意義を理解してもらえ
たという実感に繋がったはずである。「ふかえ」の
社会的活動の意義が国際的にも認識されたという
実感は、今後、この活動を維持、発展させていく
インセンティブになるはずである。
　以上のように、今回の研修で受け入れ側となっ
て頂いた「ふかえ」へのインタビューでは、海外
研修員の受け入れが、受け入れ側にとっても経済
的、非経済的メリットの享受につながり得ること、
ひいては、「そこに住まう人々のより良い暮らしを
実現させる地域振興」につながり得ることが確認
された。
おわりに
　「道の駅」が誕生して20年近くが経過し、その数
も1,000か所に迫るほど普及してきている。近年
は、農産物などの直売所が消費者から注目され、
農業などの第一次産業に活性化の風を送ってい
る。それは、「道の駅」の３つの機能のなかの「情
報交流機能」と「地域の連携機能」に大きく寄与
している。
　また、農産物というその地域の風土から生まれ
る産物と伝統的加工による加工品が、「道の駅」の
地域個性を表現するものとなっている。そのこと
が交流人口を増加させる要因となっている可能性
は高いといえる。
　「道の駅」がある地域の全体的な地域振興のなか
で、「道の駅」自体がどのように位置づけられ、ど
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のような役割が求められているのかは、あまり明
確でないようにみえる。特に、交流人口の増加と
いう効果は必要であるが、 そのことが“定住者た
ちの生活が良くなること”につながっているかが
重要である。その意味では、地域おこしが定住人
口の増加へとつながることが重視される日本と過
疎化がまだ問題となっていない途上国の「道の駅」
における地域振興機能には異なるものがあると考
えられるが、具体的にどのように日本の経験を途
上国の「道の駅」事業発展の過程のなかで位置づ
けられるかを分析する必要性があろう。
　「道の駅」が「休憩機能」を出発点としているの
で難しいことではあるが、外向けだけなく内的な
コミュニティへの関わりを意識した機能があって
も良いではないかと思える。直売所は「道の駅」
の専売ではなく、観光に関してもトレンドという
波がある。観光客に大きな期待をかけるリスクも
存在する。そのため、地元の人たちにとっても魅
力的で活用される施設ということが、特に海外の
農村開発においては今後求められるのではないか
と思える。
注）
１  設置当初の管轄は、国道などの道路管理をしていた前身
の建設省である。
２  国土交通省　ホームページ：http://www.mlit.go.jp/
road/station/road-station_outl.html
2011年12月24日アクセス
３  関満博・酒本宏『道の駅/地域産業振興と交流の拠点』、
新評論、2011年、ｐ.38で「1970年代に多く見られたド
ライブインは現在ではほとんど目にしないものになっ
ている。郊外型の「ファミリーレストラン」や「道の
駅」にとって代わられたと思う。」と述べている。
４  平松守彦、『地方からの発想』、岩波書店、1990年。
５  長崎県長崎市三和町の農産物直売所。
６  千葉県富浦町の「とみうら」は、特産物の琵琶の加工に
力を入れ、地元農家との共存・共栄をめざし、市場に出
荷できない琵琶をすべて農家から引き取り、新商品開発
に活路を見出している。愛媛県内町の「内子」は、情報
システムを取り入れＦＡＸと携帯電話を利用し、リアル
タイムに農産品の販売戸数や販売額、出荷品目などが生
産者に伝わるシステムを活用し販売意識を高めている。
７  プレスリリース、2004年２月13日、http://www.jica.
go.jp/press/archives/jbic/autocontents/japanese/
news/2004/000014/index.htm（2011年12月26日現在）
８  マスタープラン調査におけるパイロット事業として、首
都ハノイから50 100㎞程度の地方省（ホアビン省、ニン
ビン省、バクザン省）の農村部３箇所に、現在ベトナム
版道の駅を建設し、2009年２月～５月からそれぞれ開業
している。ベトナム版道の駅の５つの基本機能として①
休憩、②情報提供、③地場産業振興、④道路交通管理、
⑤ランドマーク、を掲げている。運営管理のためのＪＩ
ＣＡ（開発調査調査団）支援として、人材育成のための
トレーニング、商品開発・販売、広報・イベント準備を
実施している。
９  名古屋大学社会連携課、『平成22年度地域貢献特別支援
事業報告書』、ｐ23 29、「国際協力を通じた参加型地域
づくり人材育成支援事業」、名古屋大学大学院国際開発
研究科、2011年。
